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免責事項
本調査は、公開情報やヒアリングを基に、中立的な立場でまとめたものです。したがいまして、本調査は、これらの妥当性に

ついて、当法人として、保証を与えるものでも、意見を述べるものでもありません。

また、外国語の情報等については、利用者の便宜の用に供するため当法人にて日本語に翻訳したものであり、常に原文が
優先することにご留意下さい。
なお、本報告後に、関連する制度やその前提となる条件について、変化が生じる可能性があります。

EV化社会を⾒据えた電⼒分野の論点
（次世代技術を活⽤した新たな電⼒プラットフォームの在り⽅研究会 事務局資料）



１．今回の議論の⽅向性
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先⽉開催された脱炭素化社会に向けたレジリエンス⼩委員会において、①「需要側のコネ
クト＆マネージ」を始めとしたEVと調和した電⼒NWの効率的な設備形成や、②EVに関
する電⼒需給⾯での新たなポテンシャル（ex.調整⼒）の可能性などについて、本研究会
において政策的・制度的な課題を整理の上、具体化していくことが⽰されたところ、EV
を取り巻く環境及び制度上の論点について仮説を整理した。

議論の⽅向性について（EV化社会を⾒据えた論点）



EV化社会を⾒据えた電⼒分野の今後の検討の⽅向性
 EVから⾒た効率的な設備形成に向けた論点の１つとして、⽇本でのEV充電サービスがもっぱら
時間制課⾦（例︓15.0円/分）である点が挙げられる。

時間制課⾦の場合、充電時間が短ければ短いほど料⾦が安くなり、ユーザーにとっては⾼出⼒で
短時間の充電を⾏うことへのインセンティブが働くため、⾼出⼒の急速充電器が好まれる傾向に
ある。そのため、今後EVの更なる普及に伴い⾼出⼒の急速充電器が広がっていき、EVユーザーが
より⾼出⼒の急速充電器を利⽤していくことで、電⼒NW設備に過度の瞬間的な負荷がかかる可
能性がある。また、既に、最寄りの急速充電器の出⼒差によるEVユーザーの利便性に格差が⽣じ
ていることや、充電器運⽤事業者が現⾏の電⼒会社等に⽀払う電気料⾦（円/kWh）との整合
性が取れていないことが指摘されている。

 こうした課題の解消⽅法の⼀つとして、従量制課⾦（円/kWh）がある。例えば、 「早くて安い」現
在の⾼出⼒の急速充電器ではなく、「早くて割⾼の」⾼出⼒の急速充電器と「相対的に時間がか
かるが安い」急速充電器の双⽅のメニューを事業者が提案できるようになり、EVユーザーの選択
肢を広げつつ、電⼒NWへの瞬間的な負荷を平準化することに寄与できる可能性がある。

他⽅で、従量制課⾦による取引を⾏うためには、現⾏では、機器毎に計量法上の検定を受けた
計量器を⽤いた計量が必要となるが、現状ではコスト増加等の観点から導⼊されていないところ、
柔軟な電⼒量計の活⽤を可能とする制度整備を求める事業者のニーズがある。

加えて、将来のEV化社会を⾒据えれば、海外でも実証が⾏われているVtoGにおけるEVの調整
⼒としての可能性といったEVの新たなポテンシャルも指摘されているところ、①「需要側のコネクト
＆マネージ」を始めとしたEVと調和した電⼒NWの効率的な設備形成や、②EVに関する電⼒需
給⾯での新たなポテンシャル（ex.調整⼒）の可能性などについては、本⽇の議論を踏まえつつ、
まずは「次世代技術を活⽤した新たな電⼒プラットフォームの在り⽅に関する研究会」等の会議
体で検討を深めつつ、政策的・制度的な課題を整理の上、具体化していくこととしてはどうか。
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（出典）第4回脱炭素化社会に向けたレジリ
エンス⼩委員会（2019年6⽉7⽇）資料２







２．EVを取り巻く環境の動向













直流⾼速充電器の規格

代表規格 直流電圧 直流電流 適⽤規格

CHAdeMO 450V 200A JIS D 61851-23

CCS 1 600V

200A

※CharIN(CCS協議会)
が500Aに引き上げる
ように働きかけている

IEC 61851-23

CCS 2 1000V

DIN EN 61851-23
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国外における⾼速充電器の規格と⾒直しの動向について

（出所）JIS D 61851-23、JIS D 62196-3、 CharIN ー CharIN endorses increasing charging currents for battery electric passenger vehicles、
経済産業省ー電気設備に関する技術基準を定める省令、NFPA-NFPA70(2011) 等

 ⽇本におけるCHAdeMOの充電電圧は直流450V以下と規定されている。⼀⽅で欧州
におけるCCS 2の電圧は上限1,000Vで、電流は、上限を200Aから500Aに引き上げ
る動きがある。

国内外における直流⾼速充電器の規格



（出所）BMW GROUPーPressRelease “FastCharge” research project evaluates fast-charging technologies at the boundaries of what is technically 
feasible.“、“Research project “FastCharge”: ultra-fast charging technology ready for the electrically powered vehicles of the future.”

EVバッテリーの⼤容量化に対応した⾼出⼒充電器の開発
 ドイツでは450kWのEV充電器の開発が進められており、試験的に充電が開始されて

いる。
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実施
内容

 EV充電器の出⼒を450kWまで増加させ、EV充電の利便性を向上させるための技術開発を⾏う。
 将来、⾼出⼒充電を活⽤できるようEV本体とインフラの双⽅が満たすべき技術的要件を調査する。

参画
団体

 BMW GROUP（中⼼）、Allego、
Phoenix-Contact、 Porsche、Siemens

補助⾦  780万€
 BMVI（連邦交通・デジタルインフラ省）が補助

技術的
仕様

 直流充電器、CCS2規格
 450kW充電器1基（900V×500A）、

175kW充電器1基の計2基
 液冷却ケーブル（⽔とグリコールの混合物）
 EVの充電容量に合わせて出⼒を⾃動調節

（ 400Vと800Vのバッテリーに対応） 設置された充電器

FastCharge プロジェクト（バイエルン州 イェッティンゲン＝シェパッハ）

期間  2016年8⽉から3年間
 2018年12⽉より充電開始

















３．EV社会を⾒据えた電⼒分野における
論点について
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⽇本におけるV2Gの可能性について
 V2Gについては特段法律上規制されているわけではないが、現⾏の公募調達に係る考え⽅にお

いて、調整⼒の募集単位は「原則としてユニットを特定した上で、容量単位による応札を受け
付ける」と整理されているところ、需給調整市場においては系統への逆潮流を通じたポジワッ
トのアグリゲーションは現状想定されていない。

 また、現在でも実証事業等を通じて需給調整へのV2G活⽤可能性の検討が進められているとこ
ろであるが、前述の海外実証における課題に加えて、EVがまだ広く普及していない段階にある
ため、まとまった調整⼒を確保することが難しいという側⾯があると考えられる。

（出所）九州電⼒プレスリリースより

＜電気⾃動⾞を電⼒の需給バランス調整に活⽤するための実証試験＞（平成30年6⽉〜）
（実証事業者）
九州電⼒株式会社、⼀般財団法⼈電⼒中央研究所、⽇産⾃動⾞株式会社、三菱⾃動⾞⼯業株式会社、三菱電機株式会社
（⽬的）
通常のEV充電に加え、EVに蓄積された電⼒を電⼒系統に放電することにより、需給調整への活⽤の可能性を検証
（実証内容）
•V2G機能を有する充放電ステーションの構築及び機能検証
•V2Gシステム（充放電制御量の指令や実績受信等）の構築及び機能検証
•EVの充放電制御量に関するポテンシャル評価、検証 など

＜実証イメージ＞
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